
宅地造成及び特定盛土等
規制法のあらまし
宅地造成の計画にあたって

杉並区都市整備部市街地整備課
開発指導係 Tel：03-3312-2111（代表）



01 盛土規制法許可とは

宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「盛土規制法」という。）は、宅地、農地、

森林等の土地の用途にかかわらず、宅地造成、特定盛土等及び土石の堆積に関する

工事を許可制（一部届出制）として危険な盛土等を包括的に規制することにより、

盛土等に伴う災害を防止し、国民の生命及び財産を保護することを目的として定め

られています。（盛土規制法第1条）

盛土規制法における「土地の形質変更」及び「土石の堆積」の定義は、下記のとお

りです。

1

土地の形質変更

土石の堆積

① 盛土で高さが1m

超の崖を生ずるもの

② 切土で高さが2m

超の崖を生ずるもの

③ 切盛を行い、高さが

2m超の崖を生ずるも

の（①、②を除く）

④ 盛土で高さが2m超となるもの

（①、③を除く）

⑤ 盛土又は切土をする土地の面積が

500m2超となるもの（①～④を除く）

① 最大時に堆積する

高さが2m超となる土

石の堆積

② 最大時に堆積する

面積が500m2超とな

る土石の堆積

土石の堆積は、一定期間の経

過後に当該土石を除却するも

のに限ります。残土の埋立て

など、除却を前提としない堆

積については、土地の形質変

更として取り扱います。



02 事前相談について

宅地造成規制区域（杉並区全域）で宅地造成を行う場合は、工事着手の約一か月以

上前に市街地整備課開発指導係（9番窓口）に相談してください。

この事前相談の段階で、相談の内容をもとに、都市計画法に定める開発許可及び盛

土規制法の造成許可を必要とするかを判断します。

建築確認申請前にあらかじめ許可の要・不要について開発指導係の判断を受けてく

ださい。許可が必要な場合は建築確認申請前に開発許可を取得しておく必要がありま

す。（都市計画法第29条第1項・宅地造成及び特定盛土等規制法第12条）

事前相談には、次の図書をA4版にとじて１部提出してください。

※必要に応じて、表下の□について求める場合があります。

番号 図書の種類 内容

1 事前相談書 必要事項を記入

2 案内図 計画地の位置を住宅地図等に記入

3 公図写し
計画地及びその周辺地の公図の写し

※区画形質の変更がない場合で、隣接地に建築物がある場合は不要

4 現況測量図
計画地の現況図、地形、現況地盤高、道路種別・幅員、既存の

建築物及び擁壁・塀等の工作物の位置・種類等を記入

5 土地利用計画図
計画地の土地利用計画図、道路・公園等の公共施設の位置及び形状、計画地盤

高、擁壁・塀の位置・種類等、予定建築物等の用途及び敷地の形状を記入

□ 地番表 ：計画地及びその隣接地の地番・所有者名・住所・地目・地積を記入、
公図写しにこれらを記入している場合は添付不要

□ 登記事項証明書：計画地の登記事項証明書の写し（土地）
□ その他必要図書：その他区長が必要と認める図書（予定建築物の概要・配置図・平面図・

立面図・断面図等）

4 現況測量図

◎地盤高の記載例 ※地盤高を変更しない場合でも記載し、KBMを両図で揃えること

2

・46.56

・46.20

・46.22

・46.11

・46.29

・46.47

既存建物

5 土地利用計画図

KBM
46.15・46.20

・46.10

・46.35
・46.20

・46.20

・46.20

・46.15

・46.20

・46.20

KBM
46.15

・46.15

・46.10

・46.25

・46.20

・46.15

・46.15

・46.40 ・46.40

・46.30・46.30

・46.00・46.00

・46.18 ・46.18



03 盛土規制法許可の手続の流れ

3

事前相談

申請受理

審査

許可証交付

相談受付

周辺住民への周知

地権者等の同意の取得

許可申請書提出

特定工程の通知

特定工程の指定の検討

特定工程の指定の通知

工事着手届受理

中間検査

工程表提出

工事着手届提出

中間検査申請書提出

中間検査合格証交付

定期報告書の提出

（3ヶ月ごと）

完了検査

検査済証交付

完了検査申請書提出

杉並区（許可権者） 申請者

（法第11条）
（法第29条）

（法第12条
第2項第4号）

（法第12条
第1項）

（法第14条
第1項）

（細則第14条）

（細則
第15条）

（細則第17条）

（法第18条第1項）

（法第19条第1項）

（法第17条第2項）

（概ね30日）

（概ね8日）

（概ね20日）

許可要否の判断

要
※不要の場合は終了です。

定期報告書の受理

※３ヶ月満たない場合は不要



4

Q：既存崖面を擁壁で補強、または擁壁を造り替える場合は許可対象になりますか？

A：新しく築造される擁壁の位置にもよりますが、原則許可対象外です。

Q：二項道路や告示建築線等による道路復元による切土盛土は許可対象になりますか？

A：道路部分については許可対象外です。

Q：擁壁築造に伴って、一時的に大規模な掘削が発生する場合は、許可対象になりますか。

A：造成規模は、現況と計画後のレベルで比較するため、築造プロセスで必然的に発生
する切土盛土については許可対象外です。

Q：当許可申請に先立って、建築確認申請を提出してもよろしいですか？

A：建築確認申請前に許可を取得しておく必要があります。

Q：許可対象案件での土地所有者等の同意について、許可申請者と土地所有者が同一の
場合でも、同意は必要ですか？

A：許可申請者と土地所有者が同一の場合は、同意手続きを省けます。

04 よくある質問

形の変更について☞

申請手続きについて☞


